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図１ 地域総合指標における 3種類の比較 
（ａ）個々の指標の地域間比較

























































































































付けされる。順位点とは平均順位の 47 に対する比であり，約 0.02（全指標が 1 位の場合）～1（全
指標が 47 位の場合）の範囲の値を取る。総合及び項目別のランキングに付されている数値（得点
に相当）は，（説明はないが）この順位点の逆数である。例えば，総合 1 位の福井県は 5.88 であ




























討を加えて 40 に絞り込んだという。40 指標は 4 部門に分類されている。絞り込みの過程は定か






Ｅ：各指標のランキング（順位）を上位から順番に 10 の群にグルーピング，10 点（1～5 位）・9 点
（6～10 位）…2 点（41～45 位）・1 点（46・47 位）の 10 段階評価とし，40 指標の評点の平均を
幸福度指標，その順位を「幸福度ランキング」としている。 
 この作業ではまず各指標の 1～47 の順位を 1～10 にカテゴライズしているが，10 段階評価のわ
かりやすさというメリットのために，元の順位情報の大半を捨てていることになる。この 10 段階
の格付けが最終結果であるならまだしも，この後 1～10 の評点の平均を求めるというのでは，計












































24 倍）は，人口で割ることで関係比率にしたこれら 4 指標の偏差値が 116，-90，-87，261 という
異常な値となっている。また千代田区の昼間人口密度は非常に高いため，可住地面積で除した 2 
 












（出所）図 2･3 ともに総務省『統計でみる市区町村のすがた 2010』掲載の市区データより筆者作成． 
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れら 4 項目の偏差値の平均（「総合偏差値」）に基づくが，その際 4 項目すべての偏差値が 50 以上
（全国平均以上）であることを条件としている。そのため，単純平均では群を抜いて全国 1 位と
なるはずの千代田区はリストから除かれる。千代田区は 3 項目で 100 前後の突出した高い偏差値
であるが，夜間人口当たりの犯罪や交通事故などが極端に多いことによって「生命・財産」項目
の偏差値が-27 と，全国でも突出して危険な地域と認定されているのである。 






















率」の 4 つ。3 つが人件費に関わるものであるという「偏り」は明らかであるが，公表データの
制約からやむを得ない面もあろう。ここでの大きな問題は変化を捉える 3 指標である。2 つは 1999
年度と 2003 年度の，1 つは 2003 年度と 2004 年度の比較であり，記事中でも「特定期間内での行
革の成果」と説明されている。多くの自治体が人件費など行革に継続的に取り組む中，このラン
13小野達也：都市ランキングの虚と実小野達也：都市ランキングの虚と実 






格を持つとは考えにくい。実際 100 や-26 という偏差値が見られる。また「人員削減率」は，こ
の期間に第 2 位の約 7%の 2 倍以上の 16%削減を行ったある自治体（境港市）の偏差値が 136 に
達している。（▲） 
Ｅ：「総合得点」は 4 指標の偏差値の合計である。しかし，変化を測る 3 指標と水準を測る 1 指標を
そのまま合計することの意味が不明である。いうまでもなく，水準が深刻な状態であるからこそ
大胆な変化があった，など両者の関係には様々なケースがありうる。また，ランキング 1 位とな











るデータ集に掲載。「住みよさ」ランキングは 1992 年以降 2011 年を除いて毎年算出。） 
Ａ：発行年により採用指標や計算方法も変遷しているが，ここでは最新版を取り上げる。「住みよさ」






Ｂ：「住みよさ」では 5 カテゴリーについてそれぞれ 2～4 個で計 15 指標，「民力度」では 2 カテゴ
リーについて各 4 個の計 7 指標（1 指標は重複）を基礎データとしている。上記事例③と同様，
項目別・全体とも指標数が少な過ぎることは否めない。既に述べた通り，「住みよさ」の 15 指標




めて 1 都市として扱っている点である。東京区部は全国人口の 7%を占める（人口最大の横浜市
の 2.3 倍）一方，性格の大きく異なる 23 の区（政令市の行政区とは異なり，通常は独立の地方公
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共団体とみなされる）の集合である。23 の様々な特徴を持つ都市がランキングから抜け，1 個の
都市として扱われることによって東京区部の住みよさの指標は曖昧なものとなる。 
 次に 207 市に直接関わり，結果的にランキング全体をも左右すると考えられる問題が「通勤圏
での補正」である。これは「A 市に住む就業者の 20%以上が B 市に通勤している場合，A 市は B
市と一体的な都市圏域を形成しているとみなし（中略）A 市・B 市いずれか高いほうを A 市の水
準として扱う」というもの。人口（夜間人口）で割って共通尺度化する 4 指標（病床数，介護老
人福祉・保健施設定員数，小売業販売額，大型小売店店舗面積）が対象で，それぞれ 86~192 市
が補正の対象となったという。このようなケースでは B 市の公共インフラや経済活動は，A 市な
ど周辺地域から流入する人口を加えた昼間人口の規模に対応していると考えられ，補正するとい
う方針自体はよいとして，直ちに 4 点の深刻な問題を指摘せねばならない。第 1 に補正した A 市
の指標はもはや A 市という地域ではなく A 市民という概念で捉えることになること，第 2 に昼間
に人口が流出する状態にある A 市と人口が流入する状態にある B 市を同一の水準とみなすこと，
第 3 にその際 B 市の過大になっている指標値（夜間人口で除しているため）を A 市にも与えるこ
と，第 4 に 20%（この数字の根拠は示されていない）という閾値を境に 100％補正されるか全く
補正されないかが決まること。 
 なお夜間人口で除した指標に関する問題について，事例③において多く見られた東京の区部に
おける異常な値は，区部全体を 1 つの都市とすることで回避している。 












「上限・下限の調整」として「特異数値による過度の影響を避けるため」に 150 を超える値を 150
に，50 未満の値を 50 に調整している点である。異常値としてランキングから除くのならまだし
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Ａ：事例⑤の 2012 年版と連動した企画で，そのデータを基にしながら比較対象を人口 5 万人以上の







Ｃ：「発展力」は各指標とも過去 5 年間の増減率を計算している。残り 5 テーマのうち「財政力」以
外の 4 テーマには，昼間人口に着目すべきところを夜間人口で除したものが含まれている。（2 テ
ーマ○，4 テーマ×） 
Ｄ：「発展力」は事例⑤の「民力度」同様，150 及び 50 を閾値とする調整を行っている。残り 5 テー
マでは，偏差値について同様の考え方から，75 を超える値を 75 に，25 未満の値を 25 に調整して








事例⑦「50 歳からの住みよい街」の都市ランキング（2011 年，某隔月刊誌に掲載） 





Ｂ：採用された統計指標は 11 分野の合計で 17 指標である。指標数は多いとは言えず，また上で述
べた 2 分野の問題はあるが，50 歳以上という観点を反映した選択ではある。（△） 
Ｃ：少なくとも 7 指標は，昼間人口に着目すべきところ夜間人口で除して共通尺度化している。（×） 
Ｄ：相対位置指標は偏差値である。上で指摘した 7 指標と，それら以外にも等比的な分布パターン
であることが明らかな 2 指標について，極端な偏差値が発生している。また「極端な統計値の影
響を避けるために」90 を超える偏差値を 90 に，20 未満の値を 20 にする根拠不明かつ意味不明の
調整を行っている 18。（×） 
Ｅ：総合偏差値は，「とくに重視した」医療と福祉の 4 指標のウェイトを 2 倍にした加重平均である。
均一でないウェイトを設定しようという方針自体に問題はないが，医療と福祉だけに「2 倍」と
いうウェイトを与える根拠は不確かである。また，ウェイトを設定するという観点に立つと，も
ともとの 17 指標間の重複（相関）の程度や，11 分野と 17 指標のどちらを同じ単位と考えるのか，
などの検討も必要なはずである。現状のウェイトづけは，ランキングの意味を一層曖昧にすると







事例⑧「行政革新度」「行政サービス度」の都市ランキング（2001 年，単行本として刊行 19） 






る。行政サービス度には 4 分野合わせて 29 項目があり，回答は 605 市区，行政革新度には 4 分野
合わせて 35 項目（細目含め 49 項目）があり，回答は 604 市区である。既存の統計調査・業務統
計から得られないデータを調査しており（行政革新度は全項目が相当），番付作成の目的に沿った
項目設定となっている。（○） 
Ｃ：行政サービス度に係る 29 項目のうち 24 項目は通常の地域統計指標に相当し，うち 1 指標は昼
間人口に着目すべきところ夜間人口で除して共通尺度化している。残りの 23 指標は大小比較をす
ることに問題はない。単純な数字で比較できない 5 項目は，制度の数などを 5~1 点または 10~1
点に得点化（指標化）して比較するが得点化の基準等の詳細は不明である。 
 行政革新度に係る項目はすべて「各質問ごとに加点方式により得点化」とされ，基本的に「あ






に最高 10 点が割り当てられ，残りが最高 5 点であることの理由の説明はない。 
 行政革新度に係る指標は基本的に 4 段階の順序尺度であり，そのまま共通の相対位置指標であ
るともいえる。ただし，少なくとも 15 指標は基本の 4 段階評価ではなく，それらとの比較可能性
は定かではない。 
（△） 
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事例⑨ 都道府県の「生活満足指標」（2010 年，某新聞社が毎年刊行する指標データ集に掲載 20。生








Ｂ：「安定水準」はプラス指標 5，マイナス指標 6，「安全水準」はプラス指標 3，マイナス指標 8，
「健康水準」はプラス指標 5，マイナス指標 3，と何れも少数の指標しか採用されておらず，事例
③⑤等と同じ問題がある。また，都道府県については既存の多数の指標が利用可能であるなか，

















では最新の 2014 年版を中心に取り上げ，2012 年版にも言及する。（○） 
Ｂ：2014 年版では，2012 年版で「議論を踏まえて仮説的に抽出した」55 指標（基本指標 5 と健康・
文化・仕事・生活・教育の 5 分野から各 10）に 5 指標が加えられ計 60 指標を選んでいる。しか
し，一定の議論を踏まえて選ばれているとはいえ，都道府県を総合的に比較するにあたって 60
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指標が少なすぎる点は否めない。また基本指標の 1 つである「一人当たり県民所得」は県の経済
活動の量的水準に直結する指標であり，他の指標と大きく性格が異なる。一般にクロスセクショ
ンの比較では幸福度と所得との関係は明らかになっているが 22，このような要素を 60 ないし 55
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Ｄ：相対位置指標は，偏差値である。135 指標のうち，平均値から標準偏差の 5 倍以上乖離してい
る 100 以上またはゼロを下回る偏差値のある指標が 1，標準偏差の 4 倍以上乖離している 90 以上
















以上の 11 事例についての評価をまとめると表１の通りである。 
 





































ング（2006年） × ▲ ○ ▲ × × ×
事例②　「幸福度」の都道府県ランキ
ング（2011年） △ △ △ ▲ × △ ×
事例③　「安心して住める街」の都市ラ
ンキング（2007年） ○ ▲ × × × ○ ×
事例④　「行革度」の都市ランキング
（2005年） ○ △ ○ ▲ × △ ×
事例⑤　「住みよさ」「民力度」の都市
ランキング（2014年版） △ ▲ × × △ △ ×
事例⑥　「いい街」の都市ランキング
（2012年） ○ ▲ ○／× × △ △ ×
事例⑦　「50歳からの住みよい街」の
都市ランキング（2011年） △ △ × × ▲ ○ ×
事例⑧　「行政革新度」「行政サービス
度」の都市ランキング（2001年） ○ ○ △ △ × ▲ ×
事例⑨I　都道府県の「生活満足指標」
（2010年版） ○ ▲ ○ ▲ △ ○ ×
事例⑩　「幸福度」の都道府県ランキ
ング（2012年、2014年） ○ △ △ × △ ▲ ×
事例⑪　「新国民生活指標・都道府県








旧経済企画庁が 1998 年まで作成していた PLI の都道府県別指標（通称「豊かさ指標」）は，ラン




















④経企庁 PLI1998 年版に用いられた全指標と総務庁（当時）の「社会生活統計指標 1998」に掲載の
全指標を合わせた 637 指標を基礎データとした。 
⑤10 側面ごとに，クラスタリングを行い，指標間の情報重複（相関）が大きい組み合わせについて








































































































































































6 総務省統計局が 1976 年度から毎年編集している社会人口統計体系など。社会人口統計体系は国民生活全般の
実態を示すため，都道府県・市区町村別の非経済的側面を含む各種統計データを幅広く整備するもので，多く
の地域総合指標の元データ（の一部）としても活用されている。 
7 行政・政策の評価（その多くは業績測定 performance measurement と呼ばれる評価の系譜に属する。）におい
ては，アウトカム（成果）の他にもインプット，プロセス（あるいはアクティビティ），アウトプットの各段
階の評価指標が用いられるが，最も重視されるのはアウトカム指標である。 
8 例えば，都市行政評価ネットワーク会議（熊倉 2011 など），福井市中心の「比べジョーズ」（中村 2011 など）
などがある。米国の先行事例では，International City/County Management Association (ICMA)の主導により 1994
年から取り組まれ，人口 20 万人以上の都市多数が参加する national performance comparison project やノースカ
ロライナ大学の IOG(Institute of Government)が主導して 1995年に開始された CPM project などが知られている。 
測定した業績情報を団体・地域間で比較する取り組みは，米国等では comparative performance measurement
（比較業績測定，以下 CPM とする）と呼ばれる。なお，米国アーバン・インスティテュートのハトリーらは，
CPM のテキストの冒頭部分において，この CPM を広義に捉え，「消費者」指向の比較 consumer-oriented 
comparisons，「活動団体」による比較 advocacy group comparisons， 義務付けられた報告・比較 mandated reporting 
and comparisons， 自主的共同による比較 self-initiated cooperative comparisons という４通りに分類している
（Morley et al. 2001）。 

























6 総務省統計局が 1976 年度から毎年編集している社会人口統計体系など。社会人口統計体系は国民生活全般の
実態を示すため，都道府県・市区町村別の非経済的側面を含む各種統計データを幅広く整備するもので，多く
の地域総合指標の元データ（の一部）としても活用されている。 
7 行政・政策の評価（その多くは業績測定 performance measurement と呼ばれる評価の系譜に属する。）におい
ては，アウトカム（成果）の他にもインプット，プロセス（あるいはアクティビティ），アウトプットの各段
階の評価指標が用いられるが，最も重視されるのはアウトカム指標である。 
8 例えば，都市行政評価ネットワーク会議（熊倉 2011 など），福井市中心の「比べジョーズ」（中村 2011 など）
などがある。米国の先行事例では，International City/County Management Association (ICMA)の主導により 1994
年から取り組まれ，人口 20 万人以上の都市多数が参加する national performance comparison project やノースカ
ロライナ大学の IOG(Institute of Government)が主導して 1995年に開始された CPM project などが知られている。 
測定した業績情報を団体・地域間で比較する取り組みは，米国等では comparative performance measurement
（比較業績測定，以下 CPM とする）と呼ばれる。なお，米国アーバン・インスティテュートのハトリーらは，
CPM のテキストの冒頭部分において，この CPM を広義に捉え，「消費者」指向の比較 consumer-oriented 
comparisons，「活動団体」による比較 advocacy group comparisons， 義務付けられた報告・比較 mandated reporting 
and comparisons， 自主的共同による比較 self-initiated cooperative comparisons という４通りに分類している










これら 4 種類のうちの前 2 者に相当する。米国等においても総合指標は前 2 者で作成される一方，後 2 者では
作成されない。 
消費者指向の比較として，米国には，北米の metropolitan statistical area (MSA)単位で生活の質というという
観点から指標を作成・総合化してランキングをつけている“Places Rated Almanac”及び“Cities Ranked & Rated”
や，Money 誌の“Best Places to Live”，Forbs 誌の“America's Most Livable Cities”，Reader’s Digest 誌の各種地
域比較などがあり，世界各地の「地域の暮らしやすさ」を測る企てとしては，英 Economist 誌の“World's Most 
Livable Cities”や“Mercer's Quality of Living Survey”が広く知られている。また米国には，教育や健康分野に
特定した地域比較も多い（Morley et al. 2001）。 
各種活動団体による比較の米国における例としては，Governing 誌の“Grading the States: A Management 
Report Card”などがある。 
9 「住みやすさ」などを数量の指標で表すことそのものへの疑念も世の中にはあろう。実際に，英国で発行さ





















26 地　域　学　論　集………………第 11 巻………………第…２…号（2014）…地域学論集 11 巻第 2 号(2014) 
ており，その後の号において再掲載された。この指標は極端な偏差値を生ずるため，当初全国 2 位・3 位とさ
れた篠山市・対馬市が訂正後には最下位の 717 位，718 位に転落する一方，当初 705 位の港区が 3 位に浮上し
ている。全国 1 位の境港市は，この指標は全国平均と大きな差がないため，順位に変動はなかった。 
17 住みよさランキング総合で全国第１位の千葉県印西市は，小売業販売額・大型小売店店舗面積の順位が 59
位・6 位だが，おそらくは前者の補正によって両方を総合した「利便度」の順位が 5 位に上昇している。同じ
く全国第 5 位の茨城県守谷市も，同様に 147 位・36 位から 12 位に上昇している。両市においては，補正によ
って割り当てられた過大な偏差値が，総合ランキングの上位進出の少なからぬ要因になっていると考えられる。 





21 各都道府県の値の中には，全国値の 100 に対し最大 476，最小 2.2 など極端な値も見られる。 
22 時系列では，所得と幸福度の間に明確な関係はないとする研究が多い。 






（15 歳以上人口など類似の対立比率を含む）の指標は 123 個あり，そのうち人口が最も少ない鳥取・島根・
高知 3 県のいずれかがランキングの１位か 47 位になっているものが 30 個，4 分の 1 にも及んでいた。（小野
2004） 








クをつけるような間違った数字を国の機関が出すべきではない」（朝日新聞 1999 年 6 月 19 日付記事「国が決




たランキングは，発表翌日（1997 年 10 月 9 日及び 1998 年 10 月 20 日）の全国紙各紙等で紹介された。 
29 このような方法で点検すると，事例⑪の PLI の各領域の採用指標は方向の共有が乏しく，領域の再編の余地
があることがわかる（三菱総合研究所 1998a）。 
30 注 8 の CPM の 4 分類の 4 番目に相当する。代表例として ICMA の主導による national performance comparison 
27小野達也：都市ランキングの虚と実地域学論集 第 11 巻第 2 号(2014) 
ており，その後の号において再掲載された。この指標は極端な偏差値を生ずるため，当初全国 2 位・3 位とさ
れた篠山市・対馬市が訂正後には最下位の 717 位，718 位に転落する一方，当初 705 位の港区が 3 位に浮上し
ている。全国 1 位の境港市は，この指標は全国平均と大きな差がないため，順位に変動はなかった。 
17 住みよさランキング総合で全国第１位の千葉県印西市は，小売業販売額・大型小売店店舗面積の順位が 59
位・6 位だが，おそらくは前者の補正によって両方を総合した「利便度」の順位が 5 位に上昇している。同じ
く全国第 5 位の茨城県守谷市も，同様に 147 位・36 位から 12 位に上昇している。両市においては，補正によ
って割り当てられた過大な偏差値が，総合ランキングの上位進出の少なからぬ要因になっていると考えられる。 





21 各都道府県の値の中には，全国値の 100 に対し最大 476，最小 2.2 など極端な値も見られる。 
22 時系列では，所得と幸福度の間に明確な関係はないとする研究が多い。 






（15 歳以上人口など類似の対立比率を含む）の指標は 123 個あり，そのうち人口が最も少ない鳥取・島根・
高知 3 県のいずれかがランキングの１位か 47 位になっているものが 30 個，4 分の 1 にも及んでいた。（小野
2004） 








クをつけるような間違った数字を国の機関が出すべきではない」（朝日新聞 1999 年 6 月 19 日付記事「国が決




たランキングは，発表翌日（1997 年 10 月 9 日及び 1998 年 10 月 20 日）の全国紙各紙等で紹介された。 
29 このような方法で点検すると，事例⑪の PLI の各領域の採用指標は方向の共有が乏しく，領域の再編の余地
があることがわかる（三菱総合研究所 1998a）。 
30 注 8 の CPM の 4 分類の 4 番目に相当する。代表例として ICMA の主導による national performance comparison 
ンキングの虚と実 
project やノースカロライナ大学 IOG が主導する CPM project を挙げることができる。 
31 事例⑪の PLI の各領域の指標は区々の方向の計測をしている傾向があるため，各領域の単純平均は総合指標
としての説明力が高くない（三菱総合研究所 1998a）。 
32 総合化しないやり方の例として，政令指定都市を 5 つの評価軸で比較した取組み（千田 2012）などがある。 
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